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（うんの・みづえ）
　千葉大学大学院修了
後、ローランドベルガ
ー社などで経営コンサ
ルティング業務に従
事。１９９６年に創コンサ
ルティング設立。ＣＳ
Ｒ、サステナビリティ
分野で日本企業のグロ
ーバル経営のあり方を
提言するとともに、大
手企業などでアドバイ
ザーを務める。『新興
国ビジネスと人権リス
ク』（現代人文社）な
ど著書多数。

●
人
権
リ
ス
ク
の
世
界
的

潮
流
は

　
日
本
で
は
人
権
と
い
う

と
、
労
務
問
題
や
パ
ワ
ハ

ラ
、
セ
ク
ハ
ラ
等
に
限
定

さ
れ
が
ち
だ
が
、
世
界
的

に
見
れ
ば
人
権
の
範
囲
は

は
る
か
に
広
く
、
自
社
内

に
と
ど
ま
ら
ず
、
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
で
の
サ
プ
ラ

イ
ヤ
ー
（
調
達
先
や
委
託

先
等
）
に
お
け
る
労
務
問

題
、
地
域
住
民
の
生
活
環

境
、
消
費
者
お
よ
び
生
活

者
の
権
利
に
つ
い
て
ま
で

も
責
任
を
問
わ
れ
る
。

　
２
０
１
１
年
に
は
国
連

で
「
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
に

関
す
る
指
導
原
則
」
（
ラ

ギ
ー
原
則
）が
採
択
さ
れ
、

人
権
課
題
へ
の
対
応
を
経

営
に
組
み
入
れ
る
こ
と
が

要
請
さ
れ
て
い
る
。
グ
ロ

ー
バ
ル
な
企
業
活
動
を
展

開
す
る
上
で
、
と
り
わ
け

新
興
国
に
お
け
る
人
権
リ

ス
ク
は
経
営
リ
ス
ク
に
な

っ
て
お
り
、
そ
の
対
応
は

今
や
喫
緊
の
課
題
だ
。

●
先
行
事
例
か
ら
学
べ
る

こ
と
は

　
新
興
国
に
お
け
る
人
権

リ
ス
ク
へ
の
対
応
に
つ
い

て
、
欧
米
の
先
進
企
業
の

先
行
事
例
か
ら
学
べ
る
こ

と
は
多
い
。
①
経
営
ト
ッ

プ
が
人
権
を
重
視
し
、
経

営
戦
略
に
組
み
込
ん
で
い

る
、
②
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
で
の
人
権
侵
害
へ
の
対

応
に
重
点
を
置
い
て
い

る
、
③
国
際
レ
ベ
ル
の
各

種
機
関
と
連
携
し
て
共
同

の
ア
プ
ロ
ー
チ
（
協
働
イ

ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
）
を
実
践

し
て
い
る
、
④
Ｎ
Ｇ
Ｏ
な

ど
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

と
対
話
と
協
議
を
積
極
的

に
行
っ
て
い
る
、
が
指
摘

で
き
る
。

●
日
本
企
業
の
人
権
リ
ス

ク
に
対
す
る
意
識
は

　
人
権
課
題
が
日
本
に
お

い
て
想
定
さ
れ
る
範
囲
を

大
き
く
超
え
て
い
る
中

で
、
特
に
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ

ー
ン
に
お
け
る

人
権
問
題
が
世

界
で
顕
在
化

し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
は

そ
の
対
策
を
強
化
し
て
い

る
。
し
か
し
、
日
本
企
業

の
人
権
リ
ス
ク
に
対
す
る

意
識
は
低
く
、
国
際
的
な

視
点
で
の
人
権
問
題
の
理

解
か
ら
開
始
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
企
業
が
多
い
。

　
新
興
国
で
ビ
ジ
ネ
ス
を

展
開
す
る
以
上
、
人
権
リ

ス
ク
に
直
面
す
る
可
能
性

が
高
い
が
、企
業
が
生
産
、

販
売
等
の
プ
ロ
セ
ス
に
お

け
る
人
権
尊
重
を
徹
底
す

れ
ば
、
多
く
の
人
権
リ
ス

ク
に
対
応
で
き
る
。
さ
ら

に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
人
権

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
継
続
的

に
行
う
こ
と
は
、
人
権
侵

害
の
防
止
だ
け
に
と
ど
ま

ら
ず
、
中
長
期
的
に
経
営

リ
ス
ク
を
軽
減
し
、
企
業

価
値
を
高
め
る
。

●
日
本
企
業
の
人
権
リ
ス

ク
対
応
に
必
要
な
視
点
を

　
新
興
国
ビ
ジ
ネ
ス
で
の

人
権
問
題
は
、
「
お
も
い

や
り
」
や
「
誠
意
あ
る
対

応
」
で
解
決
で
き
る
レ
ベ

ル
で
は
な
く
、
戦
略
的
な

人
権
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
が
求
め
ら
れ
る
。

　
ま
ず
、
社
内
の
関
係
部

門
が
横
断
的
に
連
携
し

て
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
人
権

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
推
進
す

る
体
制
づ
く
り
が
重
要
で

あ
る
。
そ
し
て
人
権
侵
害

が
起
き
た
場
合
に
は
、
日

本
の
本
社
だ
け
で
問
題
の

解
決
を
図
ろ
う
と
す
る
の

で
は
な
く
、
現
地
と
の
連

携
が
欠
か
せ
な
い
。
地
域

の
Ｎ
Ｇ
Ｏ
と
の
連
携
も
必

要
に
な
る
。

　
新
興
国
ビ
ジ
ネ
ス
に
お

い
て
は
、
自
社
の
管
理
が

行
き
届
か
な
い
操
業
現
場

な
ど
で
人
権
侵
害
が
起
こ

り
や
す
い
た
め
、
サ
プ
ラ

イ
ヤ
ー
を
含
め
た
バ
リ
ュ

ー
チ
ェ
ー
ン
の
広
い
範
囲

を
対
象
に
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。ま
た
、企
業
を
取

り
巻
く
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ

ー
（利
害
関
係
者
）と
の
対

話
や
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト

を
推
進
し
、
市
民
社
会
と

の
信
頼
関
係
を
構
築
す
る

こ
と
も
重
要
で
あ
る
。
さ

ら
に
、
企
業
単
独
で
は
限

界
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
業

界
レ
ベ
ル
で
の
対
応
、
さ

ら
に
は
産
業
界
全
体
、
そ

し
て
地
域
や
国
際
レ
ベ
ル

で
の
「
協
働
イ
ニ
シ
ア
テ

ィ
ブ
」
を
推
進
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
。
（
談
）


